
２０５０年までに無居住化する
地点

2050年までに無居住化
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

1km以下(n=8400)
1～2km(n=22584)
2～3km(n=26826)
3～4km(n=25265)
4～5km(n=21640)
5～6km(n=17337)

6km以下計(n=122052)
6～7km(n=13581)
7～8km(n=10494)

8～9km(n=8046)
9～10km(n=6301)
10km超(n=19739)

役場・支所からの距離帯別、人口増減別メッシュ数（全国） ［180,213メッシュ］

人口増加

0％～-20％

-20～-40％

-40～-60％

-60～-80％

-80％～

無居住化

集落中心（役場・支所等）からの距離による人口増減の見通し

万人

○集落中心（役場・支所等＝全国5822か所）から遠い地域ほど大きな人口減少が見込まれる。（全国180,213メッシュの集計）
○集落中心から近い地域では人口減少の程度は相対的に小さく、非都市であっても総人口は現状の５割～６割の存在が見込まれる。

注 ：非都市は用途地域を含まない１kmメッシュの集計である。
資料：人口は、2010年国勢調査メッシュ人口と国土交通省国土政策局推計値「メッシュ別将来人口」による。

役場・支所は国土交通省国土政策局「国土数値情報 市町村役場等及び公的集会施設データ」による。（市区役所・町村役場＝1920か所、支所・出張所等＝3902か所）。
役場・支所から各１kmメッシュまでの距離は（財）デジタル道路地図協会「デジタル道路地図」を用いて算出した。

万人
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8～9km(n=7811)
9～10km(n=6172)
10km超(n=19589)

役場・支所からの距離帯別、人口増減別メッシュ数（非都市） ［142,781メッシュ]
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集落中心（役場・支所等）からの距離による人口及び推計人口①

○集落中心（役場・支所等）から遠い地域ほど人口密度は小さく、人口の減少率も大きい。
○平均の人口密度は、1km圏内で約2400人／km2が約1900人／km2に減少する。

資料：人口は、2010年国勢調査メッシュ人口と国土交通省国土政策局推計値「メッシュ別将来人口」による。
役場・支所は国土交通省国土政策局「国土数値情報 市町村役場等及び公的集会施設データ」による。（市区役所・町村役場＝1920か所、支所・出張所等＝3902か所）。
役場・支所から各１kmメッシュまでの距離は（財）デジタル道路地図協会「デジタル道路地図」を用いて算出した。
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役場・支所からの距離帯別、人口数別メッシュ数（全国：2010年）
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集落中心（役場・支所等）からの距離による人口及び推計人口②

○非都市（用途地域外）でも集落中心（役場・支所等）から遠い地域ほど人口密度は小さい。
○集落中心から6km圏内では人口減少の程度は相対的に小さく、非都市であっても総人口は現状の５割～６割の存在が見込まれる。

注 ：非都市は都市計画の用途地域を含まない１kmメッシュの集計である。
資料：人口は、2010年国勢調査メッシュ人口と国土交通省国土政策局推計値「メッシュ別将来人口」による。

役場・支所は国土交通省国土政策局「国土数値情報 市町村役場等及び公的集会施設データ」による。（市区役所・町村役場＝1920か所、支所・出張所等＝3902か所）。
役場・支所から各１kmメッシュまでの距離は（財）デジタル道路地図協会「デジタル道路地図」を用いて算出した。
用途地域は国土交通省国土政策局「国土数値情報 都市地域データ」による。

役場・支所からの距離帯別、人口数別メッシュ数（非都市：2010年）

役場・支所からの距離帯別、人口数別メッシュ数（非都市：2050年）
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山間地域の人口1000人集落の趨勢将来推計人口と移住を見込んだ推計人口

2010年人口
人口＝1000人

（推計方法）
○山間地域は、農林統計に用いる農業地域類型のうち山間農業地域とした。（2010年の山間地域の

人口は約383万人）
○山間地域の年齢別人口を集計し、人口1000人の集落を仮定して、男女・年齢別人口を設定した。
○2005年及び2010年国勢調査人口から、山間地域のコーホート変化率を算出し、コーホート変化率法に

より、2010年人口を基準として2050年までの5年ごとの人口を推計した。
○0～4歳人口の推計には、2010年のこども女性比を用いた。出生率に換算すると概ね1.47人である。
○また、１年に10人（5人）の移住があるものと仮定して、移住を見込んだ人口推計を行った。移住は、30

歳代前半の夫婦と0～4歳代のこども1人からなる世帯が２(1)世帯、20歳代前半の男女が各2(1)名の
計10(5)名を仮定した。移住の仮定については、小田切徳美、藤山浩編著「地域再生のフロンティア」
p306～p309を参考として設定した。

○小中学生人口は、該当する年齢階級の人口を案分・合計して推計した。

2010年人口ピラミッド

2050年推計人口ピラミッド

○山間地域のモデル集落（人口1000人）における趨勢による2050年推計人口は、総数は309人にまで減少（△69%）、高齢化率55%となる。
○仮に、移住（10人／年）を見込んだ場合、人口は減少するものの緩やかな減少にとどまるとともに、小中学生の人口（現状71人）は一定数を

維持できる。
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山間地域のモデル集落（人口1000人）の将来推計人口

（趨勢推計人口と移住人口を見込んだ推計人口）

趨勢推計人口（左目盛り）

移住（5人／年）見込み推計人口（左目盛り）

移住（10人／年）見込み推計人口（左目盛り）

高齢化率（趨勢推計）（右目盛り）

高齢化率（移住（5人／年）見込）（右目盛り）

高齢化率（移住（10人／年）見込）（右目盛り）
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人口＝526人
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1.47 1.60 1.80 2.00

出生率の違いによる人口1000人集落の2050年推計人口の差

移住なし 5人／年の移住あり 10人／年の移住あり

出生率の違いによる2050年推計人口の差と小中学生人口の差

注 １）農業統計に用いる農業地域類型のうち山間農業地域の2010年の男女別・年齢別人口から、人口1000人の集落を仮定し、コーホート変化率法を用いて
2050年人口を計算したものである。0～4歳人口（出生数）の推計には、こども女性比（＝0～4歳人口／20～39歳女性人口）を用いた。

２）ここで出生率は、人口推計に用いたこども女性比の４倍の値である。出生率＝1.47は平成22年におけるこども女性比による値である。
３）移住10人は、毎年、30歳代前半の夫婦と0～4歳のこども1人からなる世帯が2と、20歳代前半の男女2組（計10名）の移住があるものと仮定した。

移住5人は世帯が1と、男女1組の移住があるものと仮定した。
移住の仮定については、小田切徳美、藤山浩編著「地域再生のフロンティア」p306～p309を参考として設定した。

出生率の想定値 出生率の想定値

○仮に、現在の出生率（1.47人）より高い出生率を想定した場合、移住（10人／年）を前提とすると、人口減少はさらに
小さくなり、小中学生の数（現状71人）は増加する。

○移住を前提としなければ、出生率が高くなっても人口減少に大きな改善はみられず、小中学生人口は激減する。
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出生率の違いによる人口1000人集落の2050年の小中学生人口

（2010年の小中学生人口＝71人）

移住なし 5人／年の移住あり 10人／年の移住あり 71人
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○複数の集落が散在する地域において、商店、診療所などの日常生活に不可欠な施設・機能や
地域活動を行う場を、歩いて動ける範囲に集め、各集落とのアクセス手段を確保した地域の拠点

○小さな拠点づくりに取り組む地域団体・ＮＰＯ等が交流し、情報交換を行うことのできるプラット
フォームを整備し、小さな拠点づくりの普及・拡大を図る

「小さな拠点」とは
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人口移動

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土政策局作成。
（注）上記の地域区分は以下のとおり。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

○高度経済成長期には三大都市圏に人口が流入。1980年頃にかけて人口流入は沈静化したが、そ

の後、バブル期にかけて東京圏に人口が流入。バブル崩壊後、東京圏が一時的に転出超過となっ
たが、その後、2000年代には再び流入が増加した。

全総 新全総 三全総 四全総 21ＧＤ 国土形成計画
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－0.01万人
（名古屋圏）

－0.7万人
（大阪圏）

－9.0万人
（地方圏）

2013年大阪圏

名古屋圏

首都圏工業等制限法
（1959～2002年）

近畿圏工場等制限法
（1964～2002年）

テクノポリス法
（1983～98年）

地方拠点法
（1992～）

頭脳立地法
（1988～98年）

62 7769 87 98 08

東京圏 転入超過数（東京圏）のピークは
1962年（39万人）

新産業都市法
工業整備特別地域法

（1962～2001年）

地方圏

転出超過数（地方圏）のボトムは
1961年（65万人）

第一次
石油ショック
（1973年） 第二次

石油ショック
（1979年）

バブル崩壊
（1991年）

アジア
通貨危機
（1997年）

東日本大震災
（2011年）

阪神淡路
大震災

（1995年）

リーマンショック
（2008年）
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東京圏

名古屋圏

大阪圏

地方圏

年齢別転入超過数の状況（2013年）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土政策局作成。
（注）上記の地域区分は以下のとおり。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
地方圏：三大都市圏（東京圏、名古屋圏、大阪圏）以外の地域

○2013年の転入超過数の状況を見ると、若年層を中心に東京圏の転入超過、地方圏の転出超過が
著しい。
○60歳代前後で、東京圏から地方圏への移動が見られる。

62 7769 87 98（単位：人）

１７



圏域別の合計特殊出生率の推移

○合計特殊出生率の推移を圏域別にみると、1965年（昭和40年）以降、全ての地域で前年を下回る傾
向が続いていたが、2005年（平成17年）以降は上昇傾向にある。

○近年では、東京圏と大阪圏は全国平均を下回る状況にあり、名古屋圏と地方圏は全国平均を上回
る状況にある。

（出典）厚生労働省「人口動態統計」をもとに国土交通省国土政策局作成。

（注）各圏域の合計特殊出生率は、都道府県ごとの合計特殊出生率を単純平均したもの。
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2012年1.41
（東京圏1.25、名古屋圏
1.46、大阪圏1.32、地方

圏1.50）

2005年1.26
（東京圏1.16、名古屋圏
1.36、大阪圏1.21、地方

圏1.39）
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経済活動等における東京圏の占める割合
（国内銀行貸出残高、外国法人数、資本金10億円以上の本社数、従業者数（情報サービス・広告業、対事業所サービス））

（出典）日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」、
国税庁「国税庁統計年報書」、総務省「経済
センサス」より国土交通省国土政策局作成

85%

15%

2011年

52%

48%

2013年

62%

38%

2011年

○ いずれの指標においても東京圏のシェアは高い水準。

国内銀行貸出残高 外国法人数 資本金10億円以上の本社数

※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

※対事業所サービス：専門サービス業、自動車整備業、
機械等修理業、物品賃貸業、その他の事業サービス
の合計（2006年まで）。2009年については、2007年に

分類が改訂されたため、上記と整合するよう調整して
いる。

情報サービス、広告業従業者数 対事業所サービス従業者数

61%

39%

2009年

64%

36%

2009年

51%49%

1998年

86%

14%

1966年

61%

39%

1961年

56%
44%

1981年

32%

68%

1981年

その他

東京圏

その他

その他

その他

その他

東京圏

東京圏

東京圏
東京圏
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工業出荷額・従業者数のシェアの推移
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工業出荷額のシェアの推移

三大都市圏 その他地方圏

55.0 
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49.3 

51.1 

47.9 

48.4 
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従業者数のシェアの推移

三大都市圏 その他地方圏

（出典）「工業統計」（経済産業省）より国土交通省国土政策局作成
※三大都市圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、岐阜県、三重県、大阪府、京都府、兵庫県、奈良県

２０

○ 地方圏への製造業の立地が拡大してきた結果、出荷額や従業者数は漸増傾向。



大学・学生数のシェア

66.9%

66.4%

66.3%

66.0%

67.1%

68.5%

69.8%

71.4%

75.4%

75.9%

77.2%

33.1%

33.6%

33.7%

34.0%

32.9%

31.5%

30.2%

28.6%

24.6%

24.1%

22.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2013年（速報）

2008年

2003年

1998年

1993年

1988年

1983年

1978年

1973年

1968年

1963年

大学学生数のシェアの推移（大学院、短大含む）

三大都市圏 その他地方圏
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53.8%
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55.0%
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63.1%

45.5%
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2013年（速報）
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大学学校数のシェアの推移（短大含む）

三大都市圏 その他地方圏

（出典）文部科学省「学校基本調査」より国土交通省国土政策局作成
※三大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

○ 2000年頃までは地方圏のシェアが拡大。近年は、学生数は三大都市圏へ回帰の動きも見られる。
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首都直下地震、南海トラフ巨大地震の切迫

・南海トラフでは約100～200年の間隔で大地震が発生
・前回の昭和東南海地震（1944年）、昭和南海地震（1946年）の発生

から70年近くが経過し、次の大地震発生の可能性が高まっている。
・過去の南海トラフで発生した大地震は多様性があり、次の地震の震源

域の広がりを正確に予測することは困難なため、南海トラフ全体を
１つの領域として考え、評価した。

○首都直下地震（M7クラス）の発生確率は、30年以内に70％程度
○南海トラフ地震（M8～9クラス）の発生確率は、30年以内に70％程度

○将来の地震発生の可能性
地震の規模 ：M8～9クラス
地震発生確率：30年以内に、70％程度
平均発生間隔：88.2年

南海トラフ地震

資料：地震発生確率は地震調査研究推進本部ウェブサイト（地震調査研究推進本部地震調査委員会が公表した評価）による。
被害想定は、首都直下地震対策検討ＷＧ最終報告（平成25年12月）、南海トラフ巨大地震対策検討ＷＧ最終報告（平成25年5月）による。

・南関東では、1885年以降、M7程度の地震が5回発生（※）
・平均発生頻度は23.8年と推定され、今後30年以内に地震が発生

する確率は70％程度と予想される
・次の地震の規模はM6.7～M7.2程度と推定される。

※1894年明治東京地震（M7.0）、1895年茨城県南部の地震（M7.2）、
1921年茨城県南部の地震（M7.0）、1922年浦賀水道付近の地震（M6.8）、
1987年千葉県東方沖（M6.7）

首都直下地震

○将来の地震発生の可能性
地震の規模 ：M6.7～7.2程度
地震発生確率：30年以内に、70％程度
平均発生間隔：23.8年

○被害想定（主なもの）
1.地震の揺れによる被害

・全壊家屋：約17万5千棟
・建物倒壊による死者：最大 約1万1千人
・揺れによる建物被害に伴う要救援者：最大 約7万2千人

2.市街地火災の多発と延焼
・焼失：最大 約41万2千棟

3.死者数：最大約2.3万人
4.インフラ・ライフライン等の被害

・電力：被災直後は都区部の約5割が停電
・道路：都区部の一般道の復旧には１か月以上を要する見込み
・鉄道：地下鉄は１週間、私鉄・在来線は１か月程度、運行
停止する可能性 等

5.経済的被害
・建物等の直接被害：約47兆円、生産・サービス低下：約48兆円

○被害想定（主なもの）
1.地震の揺れによる被害

・揺れによる全壊家屋数：約62万7千棟(基本ケース)
・液状化による全壊家屋数：約11万5千棟（基本ケース）

2.地震火災による焼失
・焼失数：約31万棟（冬・夕・風速8m/sのケース）

3.死者数：最大約32.3万人
4.インフラ・ライフライン等の被害

・電力：被災直後で最大約2710万軒が停電
・道路：道路施設被害（路面損傷、沈下、法面崩壊、橋梁損傷等）は

約3万～3万1千箇所で発生（基本ケース）
・鉄道：鉄道施設被害（線路変状、路盤陥没等）は約1万3千箇所で発
生（基本ケース） 等

5.経済的被害
・資産等への被害【被災地】：97.6兆円（基本ケース）
・経済活動への影響【全国】：35.1兆円（基本ケース）
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東京圏への人口移動（転入超過）と有効求人倍率格差の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定統計）」より国土交通省国土政策局作成。
（注1）東京圏は、 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。
（注2）「有効求人倍率」は、東京圏と、それ以外の地域ごとに「有効求人数の合計」÷「有効求職者数の合計」で計算。「有効求人倍率格差」は、「東京圏の有効求人倍率」÷「それ以外の地域の有効求人倍

率」で計算。
（注3） 「住民基本台帳人口移動報告」、「一般職業紹介状況（職業安定統計）」の数値はいずれも暦年の値。

○東京圏への人口移動（転入超過）と、東京圏とそれ以外の地域の有効求人倍率格差の推移をみる
と、1990年代以降、一定の相関がみられる。
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就業者の産業別構成比の推移

（出典）総務省「国勢調査報告」より作成。
（注）1980年～1990年、2000年、2010年を比較する場合には、産業分類が異なる点に留意。また、2010年において、便宜上、「サービス業」と分類している産業は、「学

術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」、「サービス業
（他に分類されないもの）」を合算したものである。1990年以前は、医療・福祉はサービス業に含まれている。

○ サービス産業化が進展するなど産業構造が変化。近年、医療・福祉の割合が拡大している。
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2010年

農林水産業 鉱業，採石業，砂利採取業 建設業 製造業 電気・ガス・熱供給・水道業
卸売業，小売業 金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 運輸業，郵便業 情報通信業

医療，福祉 サービス業 公務（他に分類されるものを除く）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1980年

1990年

2000年

産業別構成比の推移（全国）

農林水産業 鉱業 建設業 製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売・小売業，飲食店 金融・保険業 不動産業 運輸・通信業 医療，福祉 サービス業 公務（他に分類されないもの）

農林水産業 製造業 医療、福祉 サービス業建設業
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就業者の産業別構成比の推移（圏域別①）
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農林水産業 鉱業，採石業，砂利採取業 建設業
製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売業，小売業
金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 運輸業，郵便業
情報通信業 医療，福祉 サービス業
公務（他に分類されるものを除く）
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0.5%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年

農林水産業 鉱業，採石業，砂利採取業 建設業
製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売業，小売業
金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 運輸業，郵便業
情報通信業 医療，福祉 サービス業
公務（他に分類されるものを除く）
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2000年

産業別構成比の推移（東京圏）

農林水産業 鉱業 建設業

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売・小売業，飲食店

金融・保険業 不動産業 運輸・通信業

医療，福祉 サービス業 公務（他に分類されないもの）
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8.6%

9.4%

33.0%

33.4%

27.8%
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22.0%

22.9%
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6.0% 5.8%
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18.0%

2.7%

2.5%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1980年

1990年

2000年

産業別構成比の推移（名古屋圏）

農林水産業 鉱業 建設業

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売・小売業，飲食店

金融・保険業 不動産業 運輸・通信業

医療，福祉 サービス業 公務（他に分類されないもの）

（出典）総務省「国勢調査報告」より作成。
（注）1980年～1990年、2000年、2010年を比較する場合には、産業分類が異なる点に留意。また、2010年において、便宜上、「サービス業」と分類している産業は、「学

術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」、「サービス業
（他に分類されないもの）」を合算したものである。1990年以前は、医療・福祉はサービス業に含まれている。
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就業者の産業別構成比の推移（圏域別②）
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金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 運輸業，郵便業
情報通信業 医療，福祉 サービス業
公務（他に分類されるものを除く）
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農林水産業 鉱業，採石業，砂利採取業 建設業
製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売業，小売業
金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 運輸業，郵便業

情報通信業 医療，福祉 サービス業
公務（他に分類されるものを除く）
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産業別構成比の推移（大阪圏）

農林水産業 鉱業 建設業

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売・小売業，飲食店

金融・保険業 不動産業 運輸・通信業

医療，福祉 サービス業 公務（他に分類されないもの）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

1980年

1990年

2000年

産業別構成比の推移（地方圏）

農林水産業 鉱業 建設業

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 卸売・小売業，飲食店

金融・保険業 不動産業 運輸・通信業

医療，福祉 サービス業 公務（他に分類されないもの）

（出典）総務省「国勢調査報告」より作成。
（注）1980年～1990年、2000年、2010年を比較する場合には、産業分類が異なる点に留意。また、2010年において、便宜上、「サービス業」と分類している産業は、「学

術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」、「サービス業
（他に分類されないもの）」を合算したものである。1990年以前は、医療・福祉はサービス業に含まれている。
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サービス施設の立地する確率が50％及び80％となる自治体の人口規模

うち、
医療・福祉

対家計サービス

対企業サービス

（参考）20１0年と2050年における人口規模別の市町村数

2,500人

医薬品・化粧品小売業
3,500人2,500人

17,500人

4,500人 7,500人

4,500人

2,500人 4,500人

3,500人

57,500人32,500人

百貨店，総合スーパー

32,500人 77,500人

72,500人42,500人

67,500人17,500人 42,500人

27,500人

4,500人

バッティング・ゴルフ練習場

92,500人 375,000人

325,000人175,000人

0～2,000人 2,000～4,000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8,000～1万人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

（注１）2050年の市町村別人口は、国土交通省国土政策局推計値
（注２）2010年、2050年ともに、人口規模別の市町村数は、平成22

（2010）年12月1日現在の1,750市区町村を基準に分類

一定の人口規模の市町村のうち、当該産業の事業所が１つでも存在する市町村の割合（存在確率）
が50％（左端）と80％（右端）を上回るような人口規模で、最も小さいもの（値は区間平均。
例えば、0～1,000人の市町村で最初に50%を超えた場合は500人と表記）。

左端：存在確率50％ 右端：存在確率：80％

存在確率

人口規模

100%
80%

50%

存在確率50%
の人口規模

存在確率80%
の人口規模

（出典）病院・一般診療所・歯科診療所：厚生労働省「平成21年地域保健医療基礎統計」
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設：厚生労働省「平成20年介護サービス施設・事業所調査」
スターバックスコーヒー：Starbucks Coffee Japan ＨＰ、 その他の事業所：総務省「平成18年事業所・企業統計調査」
及び「国勢調査」をもとに、国土交通省国土政策局作成

その他の飲食料品
小売業（コンビニ等）

500人
その他各種商品小売業

（従業員50人未満の百貨店・よろず屋等）

47,500人17,500人
各種食料品小売業

500人

※存在確率の算出においては、各人口
規模別の市町村数を考慮して、1万人
以下の市町村は1,000人毎、1万～10
万は5,000人毎、10万人以上は5万人
毎に区分して計算。

病院

織物・衣服・身の回り品小売業

フィットネスクラブ

公衆浴場業

カラオケボックス業

歯科診療所

洗濯業

介護老人福祉施設

学習塾

ハンバーガー店

映画館

鮮魚売業

食肉小売業

野菜・果実小売業

3,500人 12,500人

銀行

訪問介護事業

広告代理業

不動産賃貸業

有線放送

12,500人6,500人

27,500人12,500人

275,000人

27,500人22,500人 77,500人

87,500人

67,500人

27,500人

12,500人

生命保険業

17,500人 37,500人

損害保険業

87,500人 275,000人

ソフトウェア業

62,500人32,500人

225,000人97,500人

保育所

その他の老人福祉・介護事業

介護老人保健施設

425,000人87,500人

博物館・美術館

7,500人 27,500人

葬儀業

325,000人175,000人

（参考）スターバックス・コーヒー

225,000人125,000人

3,500人

1,500人

美容業

500人 1,500人

1,500人

500人

郵便局

燃料小売業

500人

理容業

5,500人

酒場、ビヤホール

1,500人

500人

一般診療所

72,500人

著述・芸術家業

82,500人 325,000人

火葬・墓地管理業

175,000人 475,000人

存在確率
一定人口規模で当該産業の事業所が存在する市町村数

一定人口規模の全市町村数
X 100（%）＝

興行場
（劇場等・演芸場等）

125,000人

公認会計士事務所

325,000人
特許事務所

275,000人

275,000人

有料老人ホーム

125,000人

125,000人

9,500人

9,500人

介護療養型医療施設

27,500人

法律事務所

インターネット付随サービス産業

175,000人

○人口10万人超の自治体には
多様なサービス施設が立地

12,500人

12,500人

12,500人

3,500人

3,500人

75 110 104 107 86

298
409

272
159

95
35

196 200
122 100 90

270
355

211
106 75

25
0

100
200
300
400
500

0～2,000人 2,000～4,000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8,000～1,0000人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

2010 2050

52,500人
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都市圏の変化①

2010年 2050年（推計）

都市
圏の
数

人口
（万人）

人口比
率

（％）

面積比
率（％）

都市圏
の数

（増減）
人口

（万人）

人口比
率

（％）

面積
比率
（％）

三大都市圏 ３ ６，０４８ ４７ ８ ３ ４，８７５ ５０ ８

100万人以上 １６ ２，７５２ ２１ １６ １３ １，９４２ ２０ １３

50-100万人 ３２ ２，２２７ １７ ２４ ２２ １，４６８ １５ １６

30-50万人 １６ ５８６ ５ １０ １１ ４５０ ５ ９

30万人未満 ２７ ６２９ ５ １３ ２０ ４４２ ５ １３

都市圏以外 ― ５６６ ４ ２９ ― ５３１ ５ ４０

都市圏合計 ９４ １２，２４３ ９６ ７１ ６９ ９，１７７ ９５ ６０

全国 ― １２，８０６ １００ １００ ― ９，７０８ １００ １００

（推計方法）
人口10万人以上の市町村を中心市として選定し、中心市から1時間圏内（一般道路及び在来線を利用）の市町村を都市圏として設定（市町村界について
は平成22年10月1日時点） 。なお、中心市が近接する場合、政令指定都市とのペアにおいては60分以内、それ以外の市町村においては30分以内であれ
ば一つの都市圏とした。
2010年の人口は平成22年度国勢調査による。2050年の人口は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推計）中位
推計をベースに国土政策局が推計し、圏域毎の人口を合計。

６

９

３

１

８

６ １８

（１６）（１４）

３

○人口10万人以上の市町村を中心市とする都市圏の数は、2010年の94から2050年には
69へと減少。都市圏の人口カバー率は1％、面積カバー率は11％低下する。
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都市圏の変化②

2010年

（出典）全国総合交通分析システム（NITAS)ver2.0（2012年3月）により作成

○人口10万人の市町村を中心市とする都市圏は、人口減少に伴い、2050年までに都市圏
数、都市圏人口とも大幅に減少。

2050年（推計）都市圏数：94
都市圏人口：1億2,243万人

都市圏数：69
都市圏人口：9,177万人

（推計方法）人口10万人以上の市町村を中心市として選定し、中心市から1時間圏内（一般道路及び在来線を利用）の市町村を都市圏として設定（市町村界については平成22年10月1日時
点） 。なお、中心市が近接する場合、政令指定都市とのペアにおいては60分以内、それ以外の市町村においては30分以内であれば一つの都市圏とした。

2010年の人口は平成22年度国勢調査による。2050年の人口は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推計）中位推計をベースに国土政
策局が推計し、圏域毎の人口を合計。
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ネットワーク（高速道路）による都市圏の変化のイメージ

現状の都市圏※２ 現在の高速道路を活用する場合の都市圏※３

松江市 米子市

都市圏の
中心市

2010年人口

（万人）※４

2050年人口

（万人）※４

米子 ３０．１ １９．６

松江 ２０．９ １５．０

都市圏の
中心市

2010年人口

（万人）※４

2050年人口

（万人）※４

松江・米子 ５２．５ ３５．５

（※１）人口10万人以上の市町村を中心市として選定し、中心市から1時間圏内（一般道路及び在来線を利用）の市町村を都市圏として設定（市町村界に
ついては平成22年10月1日時点）。中心市が近接する場合、30分以内であれば一つの都市圏とした。

（※２） 全国総合交通分析システム（NITAS)ver2.0（2012年3月）により作成。
（※３） 全国総合交通分析システム（NITAS)ver2.1（2013年3月）により作成。2014年3月末時点で開通している高速道路を加えて推計。
（※４）2010年の人口は平成22年度国勢調査による。2050年の人口は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推

計）中位推計をベースに国土政策局が推計し、圏域毎の人口を合計。

○地方都市を中心とする都市圏※１の2050年人口は大幅に減少し、活力の維持が懸念される。

○しかし、高速道路ネットワークの活用により近接する都市圏の連携が可能となり、人口減少
下でも一定の人口規模を確保することが可能。

中心市

高速道路
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高次都市機能の分担・連携を図る

コンパクトな拠点とネットワーク

○人口減少社会が到来する中、各種機能を拠点に集約しないまま放置すれば、機能は劣化。
○このため、行政や医療・福祉、商業等各種サービスの生産性を高め、よりよいサービスを提供するためには
→機能を拠点に集約し「コンパクト化」
→コンパクト化した拠点と周辺地域を「ネットワーク化」

○さらに、他の集積と「ネットワーク化」を進め、高次都市機能の分担・連携を図る。

人口減少

・人口減少により各機能の効率が
低下し、拠点を維持できなくなる恐れ

コンパクト化＋ネットワーク化
圏域・マーケット

機能

このままだと･･･

居住地

・街なか機能を再整備、集約化
・周辺地域とネットワークでつなぐ

・その後、一定の時間軸の中で、居住地の
集約化を誘導

⇒ 新しい集積の形成

・生活サービスの持続性を確保（守りのコンパクト）
・産業等の新たな価値の創造・イノベーション

（攻めのコンパクト）

さらに、他の集積とネットワーク化
圏域、マーケットの一体化・拡大

拠点に集約化
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拠点とネットワークの可能性

○富山市におけるコンパクトシティ

拠点とネットワークのこれまでの取組

鉄道やバスなどの

公共交通を軸として、

生活拠点をつなぐこ

とによって歩いて暮

らせるコンパクトな

街づくりを目指す。

○大岡山駅（東急大井町線）
鉄道というネットワーク上に

直接的に病院を設け、高齢

者の利便性や将来の人口

減少による鉄道利用者の

減少対策にも寄与。

○道の駅（栃木県茂木町）

全国的な道路ネットワーク上

に1014駅設置。このコンパク

トな拠点は、新しいものづくり、

地場産業、それを作るための

新しい絆を構築。

拠点とネットワークを結びつけ、一つの
施策パッケージで取り組む

５０年に一度の交通革命による

移動時間、コストの減少

新情報革命により大量のデータを

高度に処理して活用可能に

拠点とネットワークの劇的な進化

による新たな集積の可能性

- 連携革命-
（コネクティビティ イノベーション ）

多様性の再構築
○６０余州、３００諸藩の多様な社会
○多様な歴史・文化・生活
○ものづくり等の技術・技能 等

写真：国土交通省 交通政策審議会 鉄道部会
ネット ワーク・サービス小委員会資料
（2008年3月11日）

写真：道の駅もてぎホームページ

多様性にうらうちされた連携革命により、
グローバリゼーションの中でも埋没しない
個性を有する新たな集積の形をつくる

「新しい協働」

時間と空間の制約を超えて、

人々が各地の地域づくりに参画
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（参考）拠点とネットワークの可能性

リンク

拠点 拠点

高度なネットワーク

５０年に一度の交通革命によ

る移動時間、コストの減少

新情報革命により膨大なデータ

を高度に処理して活用可能に

国土に
なぞえると

ノード ノード

ノード ノード

インターネット

２
次
元
の
地
図
で
表
さ
れ
る
実
物
空
間
の
上
に
、

高
度
に
発
達
し
た
情
報
空
間
が
乗
っ
た
形
の
、

い
わ
ば
「３
次
元
的
な
集
積
」

交通革命と情報革命を活用した社会

テラからゼタへ

実物空間

情報空間

新たなリンク
CPS(サイバーフィジカルシステム)

実物空間

グローバルな世界に埋没しないためには、

より普遍性の高い個性と多様性が必要

情報空間

リンク

人・モノ

ＧＰＳの測位情報等
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我が国の高速交通ネットワークの整備の進展

1965 年時点の高速ネットワーク
（東海道新幹線と名神高速）

出典：国土交通省 総合政策局資料

凡例
高規格幹線道路等（供用区間）

高規格幹線道路等（整備・計画区間）

新幹線（営業区間）

新幹線（整備・計画区間）

拠点空港

その他空港
（滑走路長 2,000m以上）

リニア中央新幹線（計画区間）

○ 我が国の高速交通ネットワークの整備は、この５０年間
で相当程度進展。

○ 個別事業ごとに、事業効果、ライフサイクルコスト等を
吟味した上で、必要なインフラ整備を推進するとともに、
今後は、できあがったインフラを「賢く使う」ことにも力を
入れていく。

○ ５０年単位の交通革命と新情報革命を踏まえた、新た
な進化が求められる。
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社会資本ストックの現状

※1 『日本の社会資本2012』（内閣府）をもとに国土交通省で作成

・ 我が国の社会資本ストックは、約800兆円（2009年度）。

図1．粗資本ストックの推移（2005暦年価格）※1 図2．粗資本ストックの部門別内訳（2009 年度）※1

社会資本ストックの現状
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○ 既存集積を活用・強化し、日本経済を牽引する成長のエンジンに。
○ リニア中央新幹線開通により、三大都市圏が相互に約１時間で結ばれ、６，０００万人圏に。

○ 国内外の人・モノが集う「場」を核とした集積がイノベーションを起こし、世界の人、モノ、カ
ネ、情報をさらに引きつける。

○ 円滑な国際人流・物流（ゲートウェイ機能の強化）と外国人が生活しやすい環境の整備で
国際競争力を強化。

リニア中央新幹線開通によるメガリージョンの誕生

将来

カネ

情報

ヒト

モノ

現在
東京圏

名古屋圏
大阪圏

海外

クラウド型の巨大集積が
イノベーションを起こす

メガリージョン内の拠点
もネットワーク化とともに
機能強化

国際ゲートウェイからの
リードタイムがなくなり、
巨大な商圏が形成

国内の各エリアもメガリージョン
へのアクセスが容易に

地下鉄（リニア）を降りてからのアクセ
ス強化が創り出す、新しいライフスタ
イル・ビジネススタイル（もはやメガ
リージョン内の移動は出張ではない）

リニア中央新幹線はメガリージョンの地下鉄
～都市間旅行は都市内移動へ～

世界最大のメガリージョン
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○我が国の近隣諸国には、成長著しい大都市圏が存在。
○各大都市圏は、人口規模が大きく、大規模な空港・港湾が整備されており存在感上昇中。
○我が国の三大都市圏があたかも一体化されれば、総合力によって近隣諸国の大都市圏と

の比較優位性が高まる。
○日本の国際競争力を高める上で、三大都市圏の相互連携は必要でリニアがこれを可能に。

リニア中央新幹線開通による国際競争力強化の可能性
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（※）：交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会
中央新幹線小委員会「中央新幹線の営業主体
及び建設主体の指名並びに整備計画の決定に
ついて」答申（平成23年5月12日）参考資料
（JR東海の想定開業年次である2045年を前提）

○ リニア中央新幹線（東京～大阪間）開業時には、全国合計の生産額の変化でみると、
８，７００億円/年の経済効果があると試算(※)されている。

○ その他、派生的にさまざまな効果も期待できる。

リニア中央新幹線の整備効果

首都圏の空港の
アクセス利便性向上

関西・中国地方等への
移動が鉄道にシフト

西日本の窓口としての
大阪の拠点性が向上

中部国際空港の
アクセス利便性向上

東海道新幹線
中間駅の利便向上

品川エリアの
ポテンシャル拡大

関西圏の空港の
アクセス利便性向上

東京～大阪間の高速鉄道のダブル
トラック化（リダンダンシーの向上）

品川
名古屋

新大阪

みずほ、さくら(新大阪～鹿児
島中央)あわせて23往復/日

リニア中央新幹線
沿線地域の活性化

西日本～東京間の
移動手段が鉄道へシフト
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LCCの普及 ①（イールド）

○路線の競合や大型機の導入などにより、８０年代以降イールド（※）は低下してきたが、近年は燃料費の高騰を主因として上昇
傾向にある。さらには、景気低迷、災害等も相まって、近年の航空旅客数は減少傾向。

○今後は、LCCの増加により、イールドの低下、旅客数増加が期待される。

出典：国土交通省航空局提供資料より国土政策局作成※イールド：1㎞あたりの旅客収入≒1㎞あたりの運賃

年度

（万人）
（円／人㌔）

東日本大震災

リーマンショック9・11テロ

プラザ合意

SARS

バブル崩壊

LCCの参入が相次ぐ
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LCCの普及②（LCCと大手キャリアの相違）

52 

12

13 

12 

32 

10 

39 

30 

3 

0 

0 

0 

3 

0.4 

5 

18 

0% 20% 40% 60%

東南アジア

アフリカ

中東

東欧

中南米

北東アジア

西欧

北米

2001年

2012年

世界の地域別LCCシェア

出典：交通審議会航空分科会基本政策部会 中間とりまとめ 参考資料

座席キロ（億キロ） LCCシェア（%）

欧州におけるLCCシェア

出典：国土交通省航空局作成

○ 西欧では、大手キャリアの需要を保ちつつ、LCCの増加が航空輸送全体を押し上げてい
る。最終目的地に直接つなぐ、Point-to-Pointの新しい路線が新たなニーズを生んでいる。

○ 我が国でも、低コスト運行が可能なLCCが新たなニーズを引き起こし、航空利用客の増
加が期待される。
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LCCの普及③（日本－アジア LCCの状況）

○ 国内外を拠点とする格安航空会社（LCC）

が相次いで日本を発着する路線に参入し
ており、年々路線数が拡大している。

（出典） 観光庁 訪日外国人消費動向調査（平成25年1－3月期） 別紙1

注1 ）

ＬＣＣによる路線数注１の推移
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北極海航路の可能性

○北極海航路は、欧州と極東を結ぶ代表的な経路『南回り航路』（マラッカ海峡、スエズ運河経由）の

６割程度の航路距離であり、海賊多発地帯を回避できることなどから、国際貿易航路の新たな選択肢
となる可能性が高まっている。

○北極海航路の利用件数及び輸送された貨物量は2010年以降急激な増加傾向にあり、北極海航路を
利用した我が国への輸送は、2012年及び2013年にナフサやＬＮＧなどの輸送実績がある。

○北極海航路の利活用にあたっては、経済面・安全面・環境面での制度や規制の動向を踏まえつつ、
今後の利活用に向けた検討を行う必要がある。

■横浜港からハンブルク港（ドイツ）
への航路距離の比較

北極海航路 ： 約１３，０００㎞
南回り航路 ： 約２１，０００㎞
パナマ運河経由： 約２３，０００㎞

約６割に距離短縮

出典： ロシア ＲＯＳＡＴOＭＦＬＯＴ社 資料

2010年 2011年 2012年 2013年

貨物量
(ton) 111,000 820,789 1,261,545 1,355,897

航行隻数 4 34 46 71

北極海航路貨物輸送実績※（2010年～2013年）
（※北極海を東西に横断する通過航行の実績）
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○ パナマ運河の第３レーン拡張工事は、2007年に着工され、2015
年の完成を目指している。

○ 水深は12mから15mに、コンテナ積載は5000TEUs（※１）から
13000TEUｓに拡大。

○ 北米やパナマから東アジアへの最短コースは日本を通る。

○ 米国東海岸とアジアを結ぶ航路は、パナマ運河の通航量全
体の約4割。

○ LNG船の満載喫水は最大13.7m。今後、シェールガスを積載し
たLNG船による米国・日本の輸送の一層の増加が見込まれる。

パナマ運河拡張計画（コンテナ船の大型化）と通行貨物の状況

米国を起点/終点とする西回り航路貨物が
パナマ運河通行貨物（西回り）全体に占める割合（2008） ※２

北米から東アジアへの最短航路

出典：パナマ大使館HPより作成

※1 TEU：20フィート換算のコンテナ
取り扱い個数の単位。20フィート
コンテナ１個を１TEUとして計算。

パナマ運河拡張

※２ （出典）社団法人 日本中小型造船工業会 出典：国土交通省 国土政策局資料
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首都圏３環状道路の整備状況

○平成２７年度までに、圏央道を含めた首都圏３環状道路が概成する予定。

高尾山IC

相模原愛川IC
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釜利谷ＪＣ Ｔ栄IC・
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京 外 かく環

状
道
路

京
東

湾
ｱｸｱﾗｲﾝ

成田空港

久喜白岡JCT

稲敷IC

事業中

高速横浜環状南線横浜湘南道路

央 環

高谷JCT

常
磐道

海老名JCT

海老名IC

状

大栄JCT

つくば
中央

IC

菖蒲
白岡

IC

中 H29年度

H26年度

H26年6月

H27年度 H27年度

H26年度

H26年度

H26年度

湾

JCT
つくば

原厚
田

桶川
北本

藤沢IC

三郷南IC

事業中

速

大泉ＪＣ Ｔ

東名ＪＣ Ｔ

新東名

中央ＪＣ Ｔ

圏
央

道

※1 ※1

H27年度H26年度

境古河IC

IC

相模原IC
（H26年度）

寒川北IC

大井
ＪＣＴ

大橋ＪＣＴ

N

東

H26年4月12日

神崎IC

※2 ※2

※2

凡 例

開通済区間
（平成26年2月末時点）

暫定２車線

Ｈ27年度までに開通 ４車線

事業中(H28年度以降) ６車線

○○○ 調査中

※

※

※暫定２車線の未完成車線の施工時期は未定

現状 ５９％

Ｈ２７ 約８割

※平成26年2月末

首都圏３環状道路
整備率

第
岸

注1：東北道～木更津東IC間は、暫定2車線

注2：未開通区間のIC・JCT名は仮称（海老名南JCT､相模原ICを除く）
注3：※１区間の開通時期については検討が必要

注4：※２区間の開通時期については土地収用法に基づく手続きによる用地取得等が速やかに完了する場合
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○環状道路の利用が促進される新たな施策により、ネットワークの有効活用を目指す

高速道路ネットワークの有効活用

【走行経路の把握】

朝
（7時台～
10時台）

昼間
（11時台～
14時台）

夕方
（15時台～
18時台）

夜
（19時台～
22時台）

（参考）
平均旅行速度

（7時台～
18時台）

都心環状線 1,594 1,439 1,442 1,016 42.4

中央環状線 1,508 1,454 1,475 912 48.9

外環道 1,394 1,134 1,279 656 69.1

圏央道 513 421 514 221 74.0

環状7号線 725 706 700 424 24.6

環状8号線 539 515 523 403 20.5

自動車専用道路 一般道

渋 滞 1,400台/時・車線以上 700台/時・車線以上

混 雑 1,000～1,400台/時・車線 500～700台/時・車線

余裕有り 1,000台/時・車線未満 500台/時・車線未満

※ 交通量は、平成２２年時点で開通済の道路を対象に、H22センサス車線あたり平均
乗用車換算交通量（pcu/時・車線）で算出。ただし、環状7号線及び環状8号線については、
交通量推定区間は除く。

※ 環状7号線及び環状8号線の夜（19時台～22時台）については、24時間観測地点のみ
の平均で算出。

【首都圏の環状道路における時間帯別
１車線１時間あたりの走行台数】
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83,018
66,969

57,725
57,701

46,360
35,698

30,408
29,282

25,736
25,033

24,151
23,770

23,113
23,013

22,354
16,311

15,518
14,840

13,664
13,577

11,680
11,196
11,140
(10,784)
(10,390)
10,369
10,353

9,375
9,188
8,977
8,908
8,566
8,358
8,044
7,696
(7,630)
7,505
(7,363)
7,311
6,848

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

フランス (France)
米国 (U.S.A.)
中国 (China)

スペイン (Spain)
イタリア (Italy)

トルコ (Turkey)
ドイツ (Germany)

英国 (U.K.)
ロシア (Russia)

マレーシア (Malaysia)
オーストリア (Austria)

香港 (Hong Kong)
メキシコ (Mexico)

ウクライナ (Ukraine)
タイ (Thailand)

カナダ (Canada)
ギリシャ (Greece)

ポーランド (Poland)
サウジアラビア (Saudi …

マカオ (Macau)
オランダ (Netherlands)

エジプト (Egypt)
韓国 (South Korea)

スウェーデン(Sweden)
シンガポール (Singapore)

クロアチア (Croatia)
ハンガリー (Hungary)

モロッコ (Morocco)
南アフリカ共和国 (South …

アラブ首長国連邦 (U.A.E.)
チェコ (Czech Republic)

スイス (Switzerland)
日本 (Japan)

インドネシア (Indonesia)
ポルトガル (Portugal)
アイルランド (Ireland)

ベルギー (Belgium)
デンマーク (Denmark)

台湾 (Taiwan)
ベトナム(Vietnam)

注1： 本表の数値は2013年6月時点の暫定値である。
注2： スウェーデン､シンガポール､アイルランド､デンマークは、2012年の数値が不明であるため、2011年の数値を

採用した。
注3： アラブ首長国連邦は、連邦を構成するドバイ首長国のみの数値が判明しているため、その数値を採用した。
注4： 本表で採用した数値は、韓国、日本、ベトナムを除き、原則的に1泊以上した外国人訪問者数である。
注5： 外国人訪問者数は、数値が追って新たに発表されたり、さかのぼって更新されることがあるため、数値の

採用時期によって、 そのつど順位が変わり得る。
注6： 同一国において、外国人訪問者数が異なる統計基準に基づいて算出されている場合があるため、比較する

際には注意を要する。

Source: UNWTO and National Tourism Offices Compilation: Japan National Tourism Organization (JNTO) 

○ 2012年の日本への外国人旅行者受入数は約836万人。世界で33位、アジアで8位。
○ 2013年には、1036万人（前年比24.0％増）となり、2003年のビジット・ジャパン事業開始以来の政府

目標であった年間1000万人を史上初めて達成。

477.2 523.8 521.2 613.8 672.8 733.4 834.7 835.1
679.0

861.1
621.9

835.8
1036.4

0

500

1000

1500

2000

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
注) 2012年以前の値は確定値、2013年1～10月の値は暫定値、2013年1の値は推計値

（出典）日本政府観光局（JNTO）

万人

ﾋﾞｼﾞｯﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ
開始

＜訪日外国人旅行者数の推移＞

外国⼈旅⾏者受⼊数の国際⽐較
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拡⼤する北東アジア・東南アジア地域の国際観光市場

○ 今後の世界の国際観光客到着客数は増加傾向であると予測される。

○ 北東アジア・東南アジア地域は世界の中で最も高い伸びが予測される国際観光市場である。

国際観光客到着客数の年平均伸び率国際観光客到着客数の今後の予測
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（注）UNWTO「Tourism  Towards2030」に基づき観光庁作成。
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利用可能データの爆発的増加

国際的デジタルデータ量

○ インターネットは今から思えばさざ波（１９９３年www）
○ ビックデータも実はスモールデータ→ウェアラブル後に本格的ビックデータ時代が到来
○ 最大の変化は、ビックデータに高精度位置情報のタグが付くこと

→virtual と real の統合こそ、インターネット革命を超える新情報革命の本質
※ＧＥはこれを「インダストリアル・インターネット」と命名。

EB：エクサバイト
1018（＝百京）バイト

ZB：ゼタバイト
1021（＝十垓（がい））バイト

出典：東京大学 喜連川優
（きつれがわ まさる）教授

ＧＥの試算によれば、インダストリアル・インターネット（主要要素：インテリジェント機器、高度なデータ分析、つ
ながった人々）の活用により、向こう20年間で世界全体のＧＤＰは１０～１５兆ドル拡大される。

（例）商用ジェットエンジンの保守コストについて、インダストリアル・インターネットで効率を１％改善すると、
2億5000万ドルの節約が可能。

（出典：インダストリアル・インターネット －人と機械の境界が融合する－ Peter C. Evans and Marco Annunziata (2012.11)）

インダストリアル・インターネット 出典：Owlet社、Google社、OMsignal社ホームページより

ビッグデータ

高精度
位置情報

新情報革命

+
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「オープンデータ」が生むイノベーション（ロンドン市交通局の場合）

○ ロンドンオリンピックの対応で見込まれる外国人を含む多数・多様な観光客に対して、ＴｆＬ（ロンドン
市交通局：Transport for London）は短期間でのサービス向上が求められた。

○ 公共交通機関データ等のオープンデータ化により、様々な活用手段を多様な主体が開発。コストを
かけないでサービス向上が可能に。

出典：電子行政オープンデータ実務者会議第１回データWG配布資料

出典：ロンドン市交通局ホームページ

図：ＴｆＬが公開しているデータ

■ライブデータ
• バス運行状況
• 地下鉄運行状況
• 道路混在状況
• 道路電光表示板の表示内容
• 貸自転車のドッキングステーション状況
• 交通状況カメラ画像 等
■基本情報
• 標準時刻表
• ＥＶ充電ポイント情報
• 駅・桟橋・バス停の場所・ＫＭＬフィード 等
■統計データ
• 交通動態調査データ
• ロンドン地下鉄の乗客数データ
• 貸自転車の利用統計 等
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準天頂衛星
（2018年に4機体制：日本

付近で常時３機可視とな
り、GPS衛星とあわせて日

本全土をカバー）

電子基準点
（国土地理院により全国
約1,200箇所に設置）

シームレスな屋内測位環境
の整備

・Wi-Fi、Bluetooth等屋内測位環境の整備

・アンカーポイント（屋外と屋内の測地系上の接点）の
整備

電子地図・ネットワークデータ

・公共施設、駅、地下街などの公共的な空間におけ
る地図データの整備

・ネットワークデータの整備

基礎的なインフラ

北斗（中国）

様々なサービス・アプリケーション

MMSの測量車とMMSで取得した
点群データ

準天頂衛星を活用した施工

ガリレオ
（欧州）

自動走行車

バリアフリーの
高度化

観光での
高度な経路案内

災害時の
避難誘導

自動運転
公共施設の
メンテナンス

情報化施工、
IT農業

GPS
（米国）

バリアフリー
経路案内

多言語
対応ナビ

電子基準点と国内の設置箇所

トンネルの健全性評価

GPS補強ｼｽﾃﾑ
（衛星の単独測位精度１０ｍをス
マートフォンで３０cm精度、高感度

機器で数cm精度も可能に）

オープンデータ・G空間情報センター

・避難場所、案内板、時刻表、リアルタイムデータ 等

サイバー攻撃等に対するセキュリティ

準天頂衛星
（日本）

準天頂衛星等を活用した高精度測位社会の実現
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雪道での運転支援のイメージ

準天頂衛星＋高精度３次元
道路地図の利用

（現状） （将来イメージ）

豪雪地帯における道路交通の
安全性の確保、不確実性の減少

自動運転

自動運転の実現は、道路利用を激変させる可能性

技術開発が先行し、ユーザー側から見たメリットが考慮されてない。

し か し

①雪道での運転支援の実現
②降雪時にも運転支援を搭載した自動車の
運行は可能

メーカー 自動運転の実現時期

独ダイムラー 2020年までに市場投入

米グーグル ５年以内に実用化

トヨタ 「運転支援システム」 の2010年代半ばの実用化を目指す

日産 2020年までに市販

○自動運転車の実用化の時期

①現在の技術は自動車側単体による制御の
ため、ユーザーから最も期待される雪道で
の運転支援は困難

②降雪時には、視界等制限される
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諸外国における高齢人口及び高齢化率

○今後、諸外国においても、高齢化が急速に進展。
○高齢社会の課題先進国である日本の経験を海外で役立てていく必要。

（出典）日本は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」、日本以外はUnited Nations “World Population Prospects: The 2012 
Revision”より作成。いずれも2010年は実績値、2010年以降は中位推計の値。
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中国の高齢人口は、2050年ま
でに2.2億人増加。これは、イン
ドネシアの総人口（2010年時点
で2.4億人）に相当。

５２



高齢人口は2040年まで増加。特に東京圏で増加が顕著

（出典）2040年までは国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推計）の中位推計。2045年及び2050年は国土交通省国土政策局による試算値。
（注）「高齢人口」とは65歳以上の人口であり、「高齢化率」とは総人口に占める65歳以上人口の割合である。
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高齢化率の推移
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大阪圏

地方圏

○高齢人口の指数（2010年＝100）をみると、2050年にかけて東京圏における増加が顕著。

○高齢化率をみると、全ての圏域において上昇し続け、地方圏が三大都市圏を一貫して上回って推
移する。
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・
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（
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）

平成37年施設利用者数(推計)

平成22年介護保険施設利用者数

平成22年介護保険施設定員

平成37年利用者/平成22年定員（※）

平成22年利用者/平成22年定員

大都市圏における介護保険施設定員数と施設利用者数との関係

平成37年の施設のサービス利用者数(推計)に対する現在の介護保険施設定員数の比率

（出典）国土交通省「平成24年度首都圏整備に関する年次報告」

※平成22年性別・年齢別人口は「国勢調査」（総務省）、平成22年性別・年齢別・
要介護度別要介護認定者数、平成22年年齢別・要介護度別施設のサービス利用
者数及び平成22年の施設の定員数は「平成22年介護サービス施設・事業所調
査」（厚生労働省）、平成37年性別・年齢別人口は「日本の市区町村別将来推計
人口（平成20年12月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに国土交通

省都市局作成。

○高齢者数の急増が見込まれる東京圏や関西圏では、介護サービス需要が大幅に増大す
ると予想される。現在の介護保険施設の利用率をもとに単純に平成37年の施設利用者数
を推計（※）すると、東京都では、現在（平成22年）の定員の2.5倍程度の人数となる。

※施設の性別・年齢階級別利用率が変わらないと仮定

（※）平成22年時点介護保険施設の
定員が平成37年まで全く増えない
と仮定した場合の施設定員数に対
する利用者の割合

※施設のサービスは、介護老人福祉施設、介護老人
保健施設、介護療養型医療施設のサービス。
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70代前半の要介護認定率は6%

高齢者人口と要介護認定率、高齢者の就業を取り巻く状況

高齢者人口と要介護認定率

（年齢階級別、2010年）

○ 70代前半の要介護認定率は6％にとどまる。
○ 高齢者でも、働けるならいつまでも働きたいとの意向。そして74歳までは32％もの就業率、多様な業種で就業。
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出典：（左上図）介護給付費実態調査月報（厚生労働省）、国勢調査（総務省）

いつまで働きたいか
高齢者（60歳以上）の就業意欲
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大都市

町村

65～7４歳の産業別就業状況

70
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53

65

69

0 20 40 60 80

その他

不動産業，物品賃貸業

運輸業，郵便業

生活関連サービス業，娯楽業

医療，福祉

宿泊業，飲食サービス業

建設業

サービス業（他に分類されないもの）

製造業

農林水産業

卸売業，小売業

（万人）

※65~74歳（約1500万人）
の就業率は３２％

「働けるうちはいつまでも」との回答は３割超。
特に町村部で多い。

（右上図）「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（内閣府、2008）
※調査対象は、全国60歳以上の男女。

質問は、「あなたは、何歳ごろまで仕事をしたいですか。この中から
1つだけお答えください。」

（右下図）「国勢調査」（総務省、2010） ５５



高齢化と技術の承継

○建設業、農業、製造業など、各産業で高齢化が進行。
○豊富な経験を有する世代からの技術の承継、後進の育成が課題。

（出典）労働力調査（総務省）より国土交通省国土政策局作成
※2011年については東日本大震災の影響により数値が存在しない。

年齢階級別就業者数（左軸）と高齢者比率（55歳以上、右軸）の推移
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広域交通基盤の代替性・多重性の確保

○多様な輸送モード間の連携の再点検を行い、災害時の円滑な連携を目指した事前の関係者間、モード
間の連携が重要。

○被災時の緊急輸送に活用が可能で、各地域間の連絡性を高める交通基盤の確保が重要。

仙台

郡山

新潟

東京

八戸

盛岡

酒田

秋田３月１１日

水戸

奥
羽
線

３月１１日

３月１１日

３月２３日

３
月

１
１

日

３月２１日

３月２９日

茨城港
（日立港区） ３月２９日

３月２５日

小名浜港

鹿島港

いわき

新潟港

酒田港

秋田港

青森
青森港

八戸港

仙台塩釜港

鉄道（３月１８日）

鉄道（３月２５日）

高速道路（３月１６日）

※括弧内・赤字は、輸送開始日

自動車による輸送
鉄道輸送

海上輸送

港湾

※3月16日現在の緊急交通路
※3月16日にタンクローリー等への

緊急確認章票の交付手続きが
簡素化

【被災後のガソリン・経由の輸送状況】 【広域交通基盤の代替性・多様性イメージ】
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ロシアとの貿易量
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(100万ドル) ロシアとの輸出入額の推移

輸入額

輸出額
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(100万ドル) ロシアからの主要品目別輸入額

有機化合物

化学製品

原料品(木材、非鉄金属鉱)

食料品

原料別製品

(非鉄金属、鉄鋼、木製品

等)
石油製品

石炭

液化天然ガス

（出典）JETROホームページより、国土交通省国土政策局作成。

○ ロシアとの貿易量は、近年増加しており、特に、液化天然ガス、石油等の鉱物性燃料の輸入額の増
加が著しい。
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東日本大震災の産業への影響

製造品出荷額等の前年比（平成23年）
（従業者10人以上の事業所）

○ 東日本大震災では、被災地の工場の損壊等に伴い、サプライチェーンが寸断され、
全国に影響が広がった。

（出典）「平成24年経済センサス活動調査（製造業に関する速報）結果の概要」（平
成25年3月22日総務省・経済産業省）より国土交通省国土政策局作成

東日本大震災に係る地域別鉱工業指数の試算値
（平成25年11月分確報）

（出典）「震災に係る地域別鉱工業指数の試算値について（平成２５年１１月分確報）」
（平成２６年１月２０日 経済産業省調査統計グループ 経済解析室）より

前年比

％
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日本は人口減少でも世界は人口爆発

○世界全体の人口は2050年まで一貫して増加傾向にある。（2010年：約70億人→2050年：約100億人）
○各国別の人口は、中国では2030年頃をピークに減少する一方、インドは一貫して増加し、2030年頃

には中国を抜くと見込まれる。

（出典）日本は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」、日本以外はUnited Nations “World Population Prospects: The 2012 Revision”より作成。
いずれも2010年は実績値、2010年以降は中位推計の値。
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貿易収支・経常収支の推移
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経常収支・貿易収支の推移（1985‐2013）

経常収支 貿易収支 原油価格（ドル/バレル）

(億円）

○ 所得収支の拡大等を反映して、2000年から経常収支が貿易収支を上回っている。
○ 2008年はリーマンショックにより貿易収支の黒字幅が大幅に減少、2011年の東日本大震災後は、ＬＮＧの

輸入増などにより貿易収支が赤字化。
○ 農林水産物の輸出は近年やや増加しているものの、大幅な輸入超過が続いている。

（ドル/バレル）

原油価格（右軸）

経常収支

貿易収支

（出典）財務省「国際収支状況」「貿易統計」、総務省「日本の長期統計」、
（注）１．原油価格は、各年の通関ベースの原油輸入価格（輸入数量／輸入金額）を東京市

場インターバンク直物相場（17時現在）の月中平均値の単純平均により、換算したもの。
２．2013年の経常収支及び貿易収支は速報値。
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農林水産物の輸出入推移

輸入（左軸） 輸出（右軸） 輸入超過（左軸）

（輸入、輸入超過：億円） （輸出：億円）

（出典）農林水産省「農林水産物輸出入概況」
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石油、LNGの輸入額の推移

石油及び粗油（金額） LNG（金額）

（兆円）

（出典）財務省「貿易統計」
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省エネと再生可能エネルギーの活用、新たなエネルギー供給の可能性

○固定価格買取制度（ＦＩＴ）の開始前（平成２４年６月末まで）における再生可能エネルギー発電設備の累積導入量
は約２，０６０万ｋＷ。ＦＩＴ開始後、新たに６４５．３万ｋＷの発電設備が導入された。

○一次エネルギーの国内供給量に占める再生可能エネルギー（水力、新エネルギー・地熱等の合計）の割合は、２０
１２年度で７％程度。

再生可能エネルギー
発電設備

固定価格買取制度導入前 固定価格買取制度導入後

平成24年6月末までの累積
導入量

平成24年7月～平成25年
11月末までに導入された設

備容量

太陽光（住宅） 約４７０万ｋＷ １９２．２万ｋＷ

太陽光（非住宅） 約９０万ｋＷ ４３３．６万ｋＷ

風力 約２６０万ｋＷ ７．２万ｋＷ

中小水力 約９６０万ｋＷ ０．５万ｋＷ

バイオマス 約２３０万ｋＷ １１．８万ｋＷ

地熱 約５０万ｋＷ ０．１万ｋＷ

合計 約２，０６０万ｋＷ ６４５．３万ｋＷ

※各内訳ごとに四捨五入されているため、合計において一致しない場合がある。

再生可能エネルギー発電設備の導入状況

（出典）資源エネルギー庁「平成24年度（2012年度）エネルギー需給実績（速報）」
をもとに国土交通省国土政策局作成。

一次エネルギー国内供給量の推移

（出典）資源エネルギー庁公表資料をもとに国土交通省国土政策局作成。

(1018J [エクサ
ジュール])

(年度)
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我が国の渇水の状況

○最近30年の渇水状況を見ると、四国地方を中心とする西日本、東海、関東地方で渇水が発生している。
○各種用水ごとの渇水影響地区は依然としてなくならず、現在も多くの地区で渇水による影響を受けている。

各種用水の渇水発生地区数 最近30か年で渇水による影響の発生した状況

出典：「平成25年版日本の水資源」国土交通省

注）1. 国土交通省水資源部調べ。
2. 全国を1965～1978年は144、1979～1989年は１６９，1990～1997年は171、1998～2003年は

172、2004年は175、2005年は172、2006年は171、2007年以降は168地区に分割して集計した。
3. 同一地区で水道、工水、農水のうち複数の減断水が行われた場合もあるので、それら3用途の総和

が必ずしも渇水発生地区数をなっていない。
4. 渇水の影響とは次のいずれかに該当する場合をいう。

水道用水：水道事業者が減圧給水、時間断水により給水量の削減を行った場合。
工業用水：工業用水事業者が減圧給水、時間断水により給水量の削減を行った場合、

あるいは需要者に節水率を定めて節水を求めた場合。
農業用水：河川等の流況の悪化あるいは取水制限に伴い、生育不良が生じた場合。

出典：「平成25年版日本の水資源」国土交通省

注）1. 国土交通省水資源部調べ。
2. 1983年から2012年の30年間で、上水道について

減断水のあった年数を図示したものである。
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地球温暖化によるわが国における影響（21世紀末の影響予測）

○地球温暖化により、以下をはじめとする影響が予測されている。
・今世紀末の日本の平均気温（２０世紀末比）：最大で３．５度～６．４度上昇
・年間の洪水被害額（２０世紀末比）：約３倍にあたる最大約６８００億円に上る

※上記のいずれも温室効果ガス濃度上昇の最悪のケース
※環境省地球環境研究推進費（三村信男・茨城大教授ら）、2014年3月17日発表

気温：3.5～6.4度上昇
海面：60～63センチ上昇

気候

洪水（年被害額）：2416億～4809億円増
斜面崩壊（同） ：21億～31億円増
高潮（同） ：2526億～2592億円増
砂浜 ：85％消失
干潟 ：12%消失

災害

ハイマツ：消失～現在の7％
ブナ：現在の10～53％

生態系（生育域）

熱中症など：死者、救急搬送者が2倍以上
ヒトスジシマカ：国土の約4割から75～96％に拡大

健康

コメ：生産地が北上（品質悪化の懸念）
ウンシュウミカン（作付適地）：消失
タンカン（同）：国土の1％から13～34％へ拡大

食料

コメの全生産量の20年毎の推移と品質低下リスク

海面上昇60cmの時の高潮被害額（左）と砂浜消失率（右）

※西日本の砂浜
はほとんど消失

※三大都市圏や
西日本を中心に
甚大な被害

※生産量はあまり変化
しないが、高温による
コメの品質低下の懸念

環境省環境研究総合推進費 戦略研究開発領域 S-8 温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究 2014報告書「地球温暖化『日本への影響
－新たなシナリオに基づく総合的影響予測と適応策－」（平成26年3月）により国土交通省国土政策局作成
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気温上昇と豪雨増加、降水日数減少の傾向

○ 日最高気温が３５℃以上（猛暑日）となる年間日数、および日最低気温が２５℃以上（熱帯夜）とな
る年間日数は増加傾向。

○ アメダスで観測された1時間降水量が５０ミリ以上の発生回数が増加傾向にある一方、降水日数
（日降水量１ミリ以上）は減少。

気温 降雨

出典：気象庁「温暖化予測情報第８巻」（2013）
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○ 我が国の国土面積は世界60番目ほどの大きさ。しかし、海洋面積は世界第６位、陸地＋海洋面積では世界第９位となっている。
○ 2012年4月、沖ノ鳥島北方海域等において、排他的経済水域（ＥＥＺ）外でも海底資源の開発権を主張できる大陸棚
の拡大が、国連に認められた。

○ 2012年6月、レアアースを豊富に含む泥の鉱床が、南鳥島近くの海底にあることを加藤教授（東京大学）らの研究グ
ループが発見した。資源量は、少なくとも日本の年間消費量（約3万トン）の220倍以上と見積もられる。

○ 2013年3月、三重県沖において、メタンハイドレートの海洋産出に世界で初めて成功した。
○ 2013年7月、南鳥島沖約６００キロの公海でレアメタルを多く含む海底地層「コバルトリッチクラスト」の探査鉱区（計３
千km2）を国際海底機構から独占取得した（探査権は１５年間有効）。

○ 日本政府は、日本海沿岸6地域において、メタンハイドレートの埋蔵調査を3年かけて行う予定。

日本近海のメタンハイドレート分布（推定も含む）
（出典：石油天然ガス・金属鉱物資源機構(JOGMEC)）

世界初の
海洋産出地点

音波による探査でメタンハイドレートの分布が示唆
されるエリアのうち

埋蔵が確認されているエリア

埋蔵の可能性が比較的高いエリア

埋蔵の可能性が比較的低いエリア

調査データ不足のため、埋蔵の可
能性が不明のアリア

メタンハイドレート
埋蔵調査予定海域

国際海底機構から認められた探査鉱区（2013年７月）

国連に認められた大陸棚（ 結論が先送りされた申請海域）

（2012年４月）

（出典：海上保安庁資料より国土交通省国土政策局作成）

海洋～４４７万km2のフル活用～
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【フェーズ１】2001年度～2008年度
○東部南海トラフ海域のメタンハイド
レート層のメタンガス資源量を算定
○室内実験、シミュレーション
○カナダでの陸上産出試験

【フェーズ２】2009年度～2015年度
○我が国周辺海域での海洋産出試験

○商業化のための技術整備に向けた技術
課題の抽出

【フェーズ３】2016年度～2018年度
○商業化のための技術整備（技術課題の
克服手段の提示と経済性の検討）

○状況によっては官民共同で、より商業化
に近い規模の産出試験

我が国におけるメタン
ハイドレート開発計画

（※）シェールガスは、頁岩（けつがん）の中に含まれる天然ガスであり、水圧破砕によって亀裂を入れ、生産を行う。近年、水平坑井
（シェール層に沿って水平に掘り進める）と水圧破砕等の技術の進展により生産コストが低下し、商業化が可能となった。

天然ガス資源量トライアングル

三角形の底辺に向かうにつれ、資源量は豊
富になるが、開発が困難になり、より高度な
技術が求められる。

難

易
小

大

資源量

開発

（出典）(独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構「JOGMEC NEWS vol.26」、メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム資料等より国土交通省国
土政策局作成

○ 米国においてシェールガスの商業化（※）が本格化しているが、非在来型天然ガスとしては日本近海
で資源量が多いメタンハイドレート（メタンガスと水が結びついた固体上の物質）も注目を集めている。

○ 現在、官民学が連携して開発計画を進めており、2018年度までに商業化のための技術整備等を行
う予定。

採取技術（減圧法）

生産井内の水を汲み上げることで、海底
の地層内の圧力を低下させる。これによ
り、メタンハイドレートをメタンガスと水に
分解し、メタンガスを取り出す。

シェールガス革命の次はメタンハイドレート革命
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